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新潟県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和５年５月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第44号 

新潟県財務規則の一部を改正する規則 

新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「追加項」という｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。以下「改正後部分」という｡)が存在する場合には

当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(9) （略） 

(10) 配当 歳出予算の執行事務を担当すべき範

囲を配分するために知事が発する命令をいい、

財政課長が処理する本配当及び課長が処理する

再配当とする。 

(11) 配付 継続費及び債務負担行為に係る予算

の執行事務（支出負担行為に限る｡)を担当すべ

き範囲を配当するために知事が発する命令をい

い、財政課長が処理する本配付及び課長が処理

する再配付とする。 

(12)～(19) （略） 

 

（歳出予算の配当） 

第16条 財政課長は、歳出予算の範囲内で課長に対

し、歳出予算を本配当するものとする。 

 

２ 課長は、前項の本配当を受けようとするときは、

歳出予算本配当要求書を作成し、財政課長に提出

しなければならない。 

３ 課長は、第１項の規定により本配当された額の

範囲内で、その所掌する事務所長に対し、歳出予

算を再配当するものとする。 

 

（執行委任） 

第17条 課長は、前条第１項の規定により本配当を

受けた歳出予算について、その性質により当該課

で執行し難いと認めるときは、他の課長と協議し

て当該課長に執行を委任することができる。 

 

２ 前項の場合において、執行を委任した課長は、

執行の委任を受けた課長（事務所において執行す

る場合は、当該事務所長）に対し、本配当を受け

た額の範囲内で歳出予算を再配当しなければなら

ない。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(9) （略） 

(10) 配当 歳出予算の執行事務を担当すべき範

囲を配分するために知事が発する命令をいい、

総務部長が処理する本配当及び部局長が処理す

る再配当とする。 

(11) 配付 継続費及び債務負担行為に係る予算

の執行事務（支出負担行為に限る｡)を担当すべ

き範囲を配当するために知事が発する命令をい

い、総務部長が処理する本配付及び部局長が処

理する再配付とする。 

(12)～(19) （略） 

 

（歳出予算の配当） 

第16条 総務部長は、歳出予算の範囲内で部局長に

対し、当該部局の各課別に、歳出予算を本配当す

るものとする。 

２ 部局長は、前項の本配当を受けようとするとき

は、各課別に歳出予算本配当要求書を作成し、総

務部長に提出しなければならない。 

３ 部局長は、第１項の規定により本配当された額

の範囲内で、その所掌する事務所長に対し、歳出

予算を再配当するものとする。 

 

（執行委任） 

第17条 部局長は、前条第１項の規定により本配当

を受けた歳出予算について、その性質により当該

部局で執行し難いと認めるときは、他の部局長と

協議して当該部局長に執行を委任することができ

る。 

２ 前項の場合において、執行を委任した部局長は、

執行の委任を受けた部局長（事務所において執行

する場合は、当該事務所長）に対し、本配当を受

けた額の範囲内で歳出予算を再配当しなければな

らない。 
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（歳出予算の項の流用） 

第23条 課長は、毎会計年度の予算の定めるところ

により歳出予算の各項の金額を流用する必要があ

るときは、その理由を記載した歳出予算流用申請

書を作成し、財政課長に提出しなければならない。 

 

２ 財政課長は、前項の歳出予算流用申請書により

流用の適否を審査し、流用を決定したときは、当

該課長に対し流用すべき金額を通知しなければな

らない。 

３ （略） 

 

（歳出予算の目節の流用） 

第24条 課長は、歳出予算の目節の金額を流用しよ

うとするときは、その理由を記載した歳出予算流

用調書によりこれを決定しなければならない。 

２ 事務所長は、歳出予算の目節の金額を流用する

必要があると認めるときは、その理由を記載した

歳出予算流用調書を付して当該歳出予算を所掌す

る課長に申請しなければならない。 

３ 課長は、前項の申請に係る流用について第１項

の決定をしたときは、当該事務所長にその内容を

通知しなければならない。 

４ （略） 

 

（予算科目の追加設定） 

第26条 課長は、歳入歳出予算の執行に関し、収入

又は支出すべき科目（目又は節をいう。以下この

条において同じ｡)がない場合において、特に科目

を追加して設置する必要があるときは、歳入予算

科目追加申請書又は歳出予算科目追加申請書を作

成し、財政課長に提出しなければならない。 

２ 財政課長は、前項の歳入予算科目追加申請書又

は歳出予算科目追加申請書の提出があつたときは、

その内容を調査し、科目を設定する必要があると

認めるときは、当該課長に追加設定すべき科目名

を通知しなければならない。 

３ 前２項に規定する事務は、別に定める者に処理

させることができるものとする。 

 

別表第２（第３条、第４条の２関係） 

(1) 地域振興局 

区分 

費目 

委任 専 決 

部 長 分庁舎

副部長 

維持管

理事務

所長等 

（略）     

２ 分担金及

び負担金 

（略） 全 額 

 

 （略） 

 

（歳出予算の項の流用） 

第23条 部局長は、毎会計年度の予算の定めるとこ

ろにより歳出予算の各項の金額を流用する必要が

あるときは、その理由を記載した歳出予算流用申

請書を作成し、総務部長に提出しなければならな

い。 

２ 総務部長は、前項の歳出予算流用申請書により

流用の適否を審査し、流用を決定したときは、当

該部局長に対し流用すべき金額を通知しなければ

ならない。 

３ （略） 

 

（歳出予算の目節の流用） 

第24条 部局長は、歳出予算の目節の金額を流用し

ようとするときは、その理由を記載した歳出予算

流用調書によりこれを決定しなければならない。 

２ 事務所長は、歳出予算の目節の金額を流用する

必要があると認めるときは、その理由を記載した

歳出予算流用調書を付して当該歳出予算を所掌す

る部局長に申請しなければならない。 

３ 部局長は、前項の申請に係る流用について第１

項の決定をしたときは、当該事務所長にその内容

を通知しなければならない。 

４ （略） 

 

（予算科目の追加設定） 

第26条 部局長は、歳入歳出予算の執行に関し、収

入又は支出すべき科目（目又は節をいう。以下こ

の条において同じ｡)がない場合において、特に科

目を追加して設置する必要があるときは、歳入予

算科目追加申請書又は歳出予算科目追加申請書を

作成し、総務部長に提出しなければならない。 

２ 総務部長は、前項の歳入予算科目追加申請書又

は歳出予算科目追加申請書の提出があつたときは、

その内容を調査し、科目を設定する必要があると

認めるときは、当該部局長に追加設定すべき科目

名を通知しなければならない。 

 

 

 

別表第２（第３条、第４条の２関係） 

(1) 地域振興局 

区分 

費目 

委任 専 決 

部 長 分庁舎

副部長 

維持管

理事務

所長等 

（略）     

２ 分担金及

び負担金 

（略） 2,000

万円未

 （略） 
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（略）     

４ 国庫支出

金 

（略） 全 額 

 

 

  

５ 財産収入     

(1) 財産運

用収入 

（略） （略）   

     

(2) （略） （略） （略） （略） （略） 

（略） 

７ 諸収入 全額 全 額   

雑入 全額 全 額   

雑入 全額 全 額   

雑

入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全額 全 額 40万円

未満 

10万円

未満 

(2) 地域振興局以外の事務所 

区分 

費目 

委 任 

（略） 

２ 分担金及び負担金 全 額 

（略） 

４ 国庫支出金 全 額 

５ 財産収入  

(1) 財産運用収入 （略） 

 

 

 

(2) （略） （略） 

（略） 

７ 諸収入 （略） 

  

 

  

満 

（略）     

４ 国庫支出

金 

（略） 2,000

万円未

満 

  

５ 財産収入     

(1) 財産運

用収入 

（略） （略）   

財産

貸付

収入 

全額 2 0 0万

円未満 

  

(2) （略） （略） （略） （略） （略） 

（略） 

７ 諸収入 全額 全 額   

(1) 延 滞

金、加算

金及び過

料等 

全額 1 0 0万

円未満 

  

(2) 雑入 全額 全 額   

ア 違約

金及び

延納利

息 

全額 2 0 0万

円未満 

  

イ 雑入 全額 全 額   

(ｱ) 損

失補

償回

収金 

全額 2 0 0万

円未満 

  

(ｲ) 雑

入 

全額 2 0 0万

円未満 

40万円

未満 

10万円

未満 

(2) 地域振興局以外の事務所 

区分 

費目 

委 任 

（略） 

２ 分担金及び負担金 2,000万円

未満 

（略） 

４ 国庫支出金 2,000万円

未満 

５ 財産収入  

(1) 財産運用収入 （略） 

財産貸付収入 200万円未

満 

(2) （略） （略） 

（略） 

７ 諸収入 （略） 

(1) 延滞金、加算金及び過料等 100万円未

満 

(2) 雑入 全 額 
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備考 

１・２ （略） 

３ 生活保護法第63条の規定による返還金及び

他の者の公有財産の使用に伴い分担させる光

熱水費等の雑入の執行については、金額にか

かわらず、第１号の表にあつては、部長に専

決させるものとする。 

 

 

 

 

 

別表第２の２（第３条、第４条の２関係） 

(1) 地域振興局 

区分 

費目 

委任 専 決 

部長 分庁

舎副

部長 

維持管

理事務

所長等 

副部

長等 

（略） 

６ 報償費 （略）   全額 

（略） 

９ 需用費 （略）1 0 0

万円

超 

 1 0 0万

円以下 

1 0 0

万円

以下 

（略） （略）（略）   

10 役務費 （略）1 0 0

万円

超 

  1 0 0

万円

以下 

      

11 委託料 （略）1 0 0

万円

超 

1,000

万円

未満 

（略）10 0万

円以下 

1 0 0

万円

以下 

工事請

負費に

準ずる

（略）2 5 0

万円

超３

（略）25 0万

円以下 

2 5 0

万円

以下 

ア 違約金及び延納利息 200万円未

満 

イ 雑入 全額 

(ｱ) 損失補償回収金 200万円未

満 

(ｲ) 雑入 200万円未

満 

備考 

１・２ （略） 

３ 財産貸付収入のうち新潟県宿舎管理規則

（昭和48年新潟県規則第21号）に規定する宿

舎の貸付けに係るもの、延滞金、加算金及び

過料等のうち県税に係るもの、生活保護法第

63条の規定による返還金及び他の者の公有財

産の使用に伴い分担させる光熱水費等の雑入

の執行については、金額にかかわらず第１号

の表にあつては部長に専決させ、第２号の表

にあつては事務所長が行うものとする。 

 

別表第２の２（第３条、第４条の２関係） 

(1) 地域振興局 

区分 

費目 

委任 専 決 

部長 分庁

舎副

部長 

維持管

理事務

所長等 

副部

長等 

（略） 

６ 報償費 （略）50万

円以

上 

  50万

円未

満 

（略） 

９ 需用費 （略）50万

円以

上 

 1 0 0万

円未満 

50万

円未

満 

（略） （略）（略）   

10 役務費 （略）50万

円以

上 

  50万

円未

満 

広告料 全額 1 0 0

万円

未満 

   

11 委託料 （略）1,000

万円

未満 

 

 

 

（略）10 0万

円未満 

 

工事請

負費に

準ずる

（略）３億

円未

満 

（略）25 0万

円未満 
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委託料 億円

未満 

建設工

事に関

する委

託料 

（略）1 0 0

万円

超 

2,000

万円

未満 

（略）10 0万

円以下

（維持

管理事

業に係

るもの

にあつ

て は

40 0万

円未満

とし、

知事が

指定す

る災害

関連事

業に係

るもの

にあつ

て は

1,000

万円未

満とす

る｡) 

1 0 0

万円

以下 

違法駐

車車両

移動等

委託料

並びに

庁舎の

保守管

理、除

雪、職

業訓練

及び健

康診断

に係る

委託料 

（略）1 0 0

万円

超 

（略）10 0万

円以下 

1 0 0

万円

以下 

12 使用料及

び賃借料 

（略）80万

円超 

  80万

円以

下 

13 工事請負

費 

（略）2 5 0

万円

超３

億円

未満 

（略）25 0万

円以下

（維持

管理事

業に係

るもの

にあつ

て は

2 5 0

万円

以下 

委託料  

 

建設工

事に関

する委

託料 

（略）2,000

万円

未満 

（略）10 0万

円未満

（維持

管理事

業に係

るもの

にあつ

て は

40 0万

円未満

とし、

知事が

指定す

る災害

関連事

業に係

るもの

にあつ

て は

1,000

万円未

満とす

る｡) 

 

違法駐

車車両

移動等

委託料

並びに

庁舎の

保守管

理、除

雪、職

業訓練

及び健

康診断

に係る

委託料 

（略）全額 （略）10 0万

円未満 

 

12 使用料及

び賃借料 

（略）50万

円以

上 

  50万

円未

満 

13 工事請負

費 

（略）３億

円未

満 

（略）25 0万

円未満

（維持

管理事

業に係

るもの

にあつ

て は
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2,500

万円未

満 と

し、知

事が指

定する

災害関

連事業

に係る

ものに

あつて

は１億

2,000

万円未

満とす

る｡) 

14 原材料費 （略）1 6 0

万円

超 

 1 6 0万

円以下 

1 6 0

万円

以下 

15 備品購入

費 

（略）1 6 0

万円

超

5 0 0

万円

未満 

（略）16 0万

円以下 

1 6 0

万円

以下 

動物購

入に係

る備品

購入費 

（略）1 6 0

万円

超 

（略）16 0万

円以下 

1 6 0

万円

以下 

16 負担金、

補助及び交

付金 

（略）1 0 0

万円

超 

1,000

万円

未満 

（略）10 0万

円以下 

1 0 0

万円

以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

電気、

ガス、

水道及

び電話

に係る

工事負

担金 

（略）1 0 0

万円

超 

（略）10 0万

円以下 

1 0 0

万円

以下 

2,500

万円未

満 と

し、知

事が指

定する

災害関

連事業

に係る

ものに

あつて

は１億

2,000

万円未

満とす

る｡) 

14 原材料費 （略）全額  1 0 0万

円未満 

 

 

 

15 備品購入

費 

（略）5 0 0

万円

未満 

 

 

 

（略）50万円

未満 

 

動物購

入に係

る備品

購入費 

（略）全額 （略）50万円

未満 

 

16 負担金、

補助及び交

付金 

（略）1,000

万円

未満 

 

 

 

（略）10 0万

円未満 

 

補助金

（子ど

も・子

育て拠

出金に

係るも

のを除

く｡) 

全額 1,000

万円

未満 

4 0 0

万円

未満 

  

電気、

ガス、

水道及

び電話

に係る

工事負

担金 

（略）全額 （略）10 0万

円未満 
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（略） （略）   （略）

（略） 

(2) 地域振興局以外の事務所 

区分 

費目 

委 任 専 決 

次 長 

（略） 

６ 報償費 （略） 全 額 

（略） 

９ 需用費 （略） 100万円以

下 

（略） （略）  

10 役務費 （略） 100万円以

下 

  

 

 

11 委託料 （略） 100万円以

下 

工事請負費に

準ずる委託料 

（略） 250万円以

下 

建設工事に関

する委託料 

（略） 100万円以

下 

違法駐車車両

移動等委託料

並びに庁舎の

保守管理、除

雪、職業訓練

及び健康診断

に係る委託料 

（略） 100万円以

下 

12 使用料及び賃借

料 

（略） 80万円以下 

13 工事請負費 （略） 250万円以

下 

14 原材料費 （略） 160万円以

下 

15 備品購入費 （略） 160万円以

下 

動物購入に係

る備品購入費 

（略） 160万円以

下 

16 負担金、補助及

び交付金 

（略） 100万円以

下 

電気、ガス、

水道及び電話

に係る工事負

担金 

（略） 100万円以

下 

（略） （略） （略） 

（略） 

備考 （略） 

 

別表第３（第４条関係） 

（略） （略）   （略）

（略） 

(2) 地域振興局以外の事務所 

区分 

費目 

委 任 専 決 

次 長 

（略） 

６ 報償費 （略） 50万円未満 

（略） 

９ 需用費 （略） 50万円未満 

 

（略） （略）  

10 役務費 （略） 50万円未満 

 

広告料 100万円未

満 

 

11 委託料 （略）  

 

工事請負費に

準ずる委託料 

（略）  

建設工事に関

する委託料 

（略）  

違法駐車車両

移動等委託料

並びに庁舎の

保守管理、除

雪、職業訓練

及び健康診断

に係る委託料 

（略）  

12 使用料及び賃借

料 

（略） 50万円未満 

13 工事請負費 （略）  

 

14 原材料費 （略）  

 

15 備品購入費 （略）  

 

動物購入に係

る備品購入費 

（略）  

 

16 負担金、補助及

び交付金 

（略）  

電気、ガス、

水道及び電話

に係る工事負

担金 

（略）  

（略） （略） （略） 

（略） 

備考 （略） 

 

別表第３（第４条関係） 
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専決区分 

費目 

副知事 部局長 課 長 

（略） 

２ 分担金及び負担

金 

  

 

 

全 額 

（略） 

４ 国庫支出金   全 額 

 

 

    

５ 財産収入    

(1) 財産運用収入   （略） 

 

 

   

(2) 財産売払収入 （略） 

 

5 0 0万

円以上

1,000

万円未

満 

5 0 0万

円未満 

ア・イ （略）  （略） （略） 

（略） 

７ 繰入金   全 額 

８ 諸収入   （略） 

 

 

   

    

 

 

   

    

 

 

   

    

 

９ 県債   全 額 

備考 

１・２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決区分 

費目 

副知事 部局長 課 長 

（略） 

２ 分担金及び負担

金 

 2,000

万円以

上 

2,000

万円未

満 

（略） 

４ 国庫支出金  2,000

万円以

上 

2,000

万円未

満 

国庫負担金   全 額 

５ 財産収入    

(1) 財産運用収入   （略） 

財産貸付収

入 

 2 0 0万

円以上 

2 0 0万

円未満 

(2) 財産売払収入 （略） 

 

1,000

万円未

満 

 

 

 

ア・イ （略）  （略） （略） 

（略） 

７ 繰入金  全 額  

８ 諸収入   （略） 

(1) 延滞金、加算

金及び過料等 

 1 0 0万

円以上 

1 0 0万

円未満 

(2) 雑入   全 額 

ア 違約金及び

延納利息 

 2 0 0万

円以上 

2 0 0万

円未満 

イ 雑入   全 額 

(ｱ) 損失補償

回収金 

 2 0 0万

円以上 

2 0 0万

円未満 

(ｲ) 雑入  2 0 0万

円以上 

2 0 0万

円未満 

９ 県債  全 額  

備考 

１・２ （略） 

３ 延滞金、加算金及び過料等のうち県税及び

放置違反金に係るものは、金額にかかわらず

課長に専決させる。 

４ 財産貸付収入のうち新潟県宿舎管理規則に

規定する宿舎の貸付けに係るものは、金額に

かかわらず課長に専決させる。 

５ 生活保護法第63条の規定による返還金、派

遣職員に係る職員給与費及び他の者の公有財

産の使用に伴い分担させる光熱水費等の雑入

の執行については、金額にかかわらず課長に

専決させる。 
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別表第４（第４条関係） 

専決区分 

費目 

部局長 課 長 課長補

佐 

（略） 

８ 報償費   全 額 

 

（略） 

11 需用費  1 0 0万

円超 

1 0 0万

円以下 

（略）  （略）  

12 役務費  1 0 0万

円超 

1 0 0万

円以下 

  

 

  

13 委託料 （略） 1 0 0万

円 超

1,000

万円未

満 

1 0 0万

円以下 

工事請負費に

準ずる委託料 

（略） 2 5 0万

円超３

億円未

満 

2 5 0万

円以下 

建設工事に関

する委託料 

（略） 1 0 0万

円 超

2,000

万円未

満 

1 0 0万

円以下 

違法駐車車両

移 動 等 委 託

料、単価契約

に基づく委託

料並びに庁舎

の 保 守 管 理

（本庁舎及び

２以上の庁舎

に係るものを

除く｡)、除雪、

職業訓練及び

健康診断に係

る委託料 

 1 0 0万

円超 

1 0 0万

円以下 

14 使用料及び賃借

料 

 80万円

超 

80万円

以下 

15 工事請負費 （略） 2 5 0万

円超３

億円未

満 

2 5 0万

円以下 

16 原材料費  1 6 0万

円超 

1 6 0万

円以下 

別表第４（第４条関係） 

専決区分 

費目 

部局長 課 長 課長補

佐 

（略） 

８ 報償費  50万円

以上 

50万円

未満 

（略） 

11 需用費  50万円

以上 

50万円

未満 

（略）  （略）  

12 役務費  50万円

以上 

50万円

未満 

広告料 1 0 0万

円以上 

1 0 0万

円未満 

 

13 委託料 （略） 1,000

万円未

満 

 

 

 

工事請負費に

準ずる委託料 

（略） ３億円

未満 

 

 

 

建設工事に関

する委託料 

（略） 2,000

万円未

満 

 

 

 

違法駐車車両

移 動 等 委 託

料、単価契約

に基づく委託

料並びに庁舎

の 保 守 管 理

（本庁舎及び

２以上の庁舎

に係るものを

除く｡)、除雪、

職業訓練及び

健康診断に係

る委託料 

 全 額  

14 使用料及び賃借

料 

 50万円

以上 

50万円

未満 

15 工事請負費 （略） ３億円

未満 

 

 

 

16 原材料費  全 額 
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（略）  

18 備品購入費 （略） 1 6 0万

円 超

50 0万

円未満 

1 6 0万

円以下 

動物購入に係

る備品購入費 

 1 6 0万

円超 

1 6 0万

円以下 

19 負担金、補助及

び交付金 

（略） 1 0 0万

円 超

1,000

万円未

満 

1 0 0万

円以下 

法令又は条例

の規定により

交付基準が定

められている

負担金、補助

金（医療に関

するものに限

る｡)及び交付

金 並 び に 電

気、ガス、水

道及び電話に

係る工事負担

金 

 1 0 0万

円超 

1 0 0万

円以下 

（略）   （略） 

（略） 

21 貸付金 （略） 1 0 0万

円 超

1,000

万円未

満 

1 0 0万

円以下 

法令又は条例

若しくは規則

の規定により

貸付基準が定

められている

貸付金 

 1 0 0万

円超 

1 0 0万

円以下 

（略） 

25 積立金  全 額 

 

 

 

（略） 

28 繰出金  全 額  

備考 （略） 

 

別表第７（第21条関係） 

合議又は協議を要する事項 合議又は

協議の相 

（略）  

18 備品購入費 （略） 5 0 0万

円未満 

 

 

 

動物購入に係

る備品購入費 

 全 額  

19 負担金、補助及

び交付金 

（略） 1,000

万円未

満 

 

 

 

法令又は条例

の規定により

交付基準が定

められている

負担金、補助

金（医療に関

するものに限

る｡)及び交付

金 並 び に 電

気、ガス、水

道及び電話に

係る工事負担

金 

 全 額  

（略）   （略） 

（略） 

21 貸付金 （略） 1,000

万円未

満 

 

 

 

法令又は条例

若しくは規則

の規定により

貸付基準が定

められている

貸付金 

 全 額  

（略） 

25 積立金 1,000

万円以

上 

1,000

万円未

満 

 

（略） 

28 繰出金 全 額   

備考 （略） 

 

別表第７（第21条関係） 

合議又は協議を要する事項 合議又は

協議の相 
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手方 

（略） 

５ 補助金等（新潟県補助金等交付

規則（昭和32年新潟県規則第７号）

第２条第１項に規定する補助金等

をいう｡)の内示又は交付を決定す

ること（予算編成時の方針どおり

に予算の範囲内で執行するものを

除く｡)。 

（略） 

（略） 

手方 

（略） 

５ 補助金等（新潟県補助金等交付

規則（昭和32年新潟県規則第７号）

第２条第１項に規定する補助金等

をいう｡)の内示又は交付を決定す

ること（負担金及び交付金で課長

に専決させるもの並びに補助金で

100万円未満のものを除く｡)。 

（略） 

（略） 

備考 

１・２ （略） 

 

 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

備考 

１・２ （略） 

３ 補助金等の内示又は交付の決定のうち、別

に定めるものについては、合議を要しない。 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

10 （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前になされた支出負担行為に係る支出の命令並びにこれに併せて行う歳入の徴収及び歳

入歳出外現金等の受払通知をする権限については、なお従前の例による。 


